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四国地区所有者不明土地連携協議会設立総会・第１回総会

次 第

日 時：平成３１年２月７日（木）１３：３０～１５：００

場 所：サンポート合同庁舎南館 １０２会議室

進 行：四国地方整備局用地部用地企画課長

＜第１部＞

１．開会・趣旨説明

（１） 協議会設立趣旨説明 （用地部用地調整官）

（２） 協議会構成員の紹介

２．協議会設立総会・第１回総会

（１） 協議会規約の決定 （用地部長）

（２） 会長職代行の指名 （用地部長）

（３） あいさつ

四国地方整備局長

高松法務局長

土地・建設産業局

（４） 平成３１年度協議会活動方針 （用地部用地調整官）

～～ 休 憩 ～～

＜第２部＞

３．意見交換会

議 題

（１） 所有者不明土地法の施行について （土地・建設産業局企画課）

（２） 法務局の所有者不明土地への取組について （高松法務局民事行政部）

（３） 用地業務に対する市町村支援について (四国地方整備局用地部)

（４） 構成員からの情報提供等について

４．閉 会



四国地区所有者不明土地連携協議会規約（案）

（名称）

第１条 本会は、四国地区所有者不明土地連携協議会と称する。

（目的）

第２条 本会は、「所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法（平成３０年法律第

４９号。以下「所有者不明土地法」という。）」の適正かつ円滑な施行を図り、地方公共団体が

行う所有者不明土地を含む事業用地の取得又は使用に係る業務（以下「用地業務」という。）

について、関係する者が連携することにより、用地業務の円滑な遂行に寄与することを目的と

する。

（活動）

第３条 本会は、前条の目的を達成するため、次に掲げる活動を行う。

一 地方公共団体の用地業務の円滑な遂行のための支援

二 所有者不明土地法の施行に関する情報共有

三 所有者不明土地問題の解消に関する取組の情報共有

四 前各号に掲げるもののほか、前条の目的を達成するために必要なこと

（構成員）

第４条 本会は、別表１に掲げる会員及び協力会員（以下、「構成員」という。）をもって構成す

る。

２ 協力会員は、本会の求めに応じて、専門的知見をもって助言等を行う者とする。

（会長）

第５条 会長は、国土交通省四国地方整備局長をもってこれに充てる。

２ 会長は、本会を代表し、会務を統括する。

３ 会長に事故等があり職務を遂行することができないときは、あらかじめ会長の指名する者が

職務を代行する。

（総会）

第６条 総会は、通常総会及び臨時総会とし、構成員をもって構成する。

２ 通常総会は、原則として毎年１回会長の定める時期に開催する。

３ 臨時総会は、会長が必要と認めるときに開催する。

４ 会長が必要と認めるときは、構成員以外の者に出席を求めることができる。

５ 総会は、次の各号に掲げる事項を決定する。

一 本規約の改正

二 構成員の加入・退会

三 幹事会から提出された議案

四 その他重要な事項



（幹事会）

第７条 総会の下に幹事会を置く。

２ 幹事会は、別表２に掲げる者をもって構成し、必要に応じて会長が開催する。

３ 会長が必要と認めるときは、幹事以外の者に出席を求めることができる。

４ 幹事会は、四国地方整備局用地部用地調整官が座長として主宰する。

５ 幹事会は、次の各号に掲げる事項を審議する。

一 本会の活動内容の調整及び執行に関する事項

二 総会に提出する議案に関する事項

三 総会が幹事会に委任した事項

四 前各号に掲げるもののほか、会務の執行に関する事項

（分科会・作業部会）

第８条 本会は、第３条に掲げる事項に関する事務を行うための分科会又は作業部会を設け

ることができる。

（事務局）

第９条 協議会の事務局は、四国地方整備局用地部用地企画課に置く。

２ 事務局は本会運営のための事務を行う。

（その他）

第１０条 この規約に定めるもののほか、協議会の運営等に関し必要な事項は、会長が別に定

める。

附 則

この規約は、平成３１年２月７日から施行する。



別表１（第４条第１項関係）

四国地区所有者不明土地連携協議会 構成員名簿

一．会員

国の機関

機関名 摘要

国土交通省

法務省

県の機関

機関名 摘要

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

二．協力会員

団体名 摘要

四国弁護士会連合会

日本司法書士会連合会四国ブロック会

日本土地家屋調査士会連合会 四国ブロック協議会

四国不動産鑑定士協会連合会

一般社団法人日本補償コンサルタント協会 四国支部

日本行政書士会連合会 四国地方協議会



別表２（第７条第２項関係）

四国地区所有者不明土地連携協議会 幹事会名簿

機関名 担当部局 摘要

国土交通省 四国地方整備局用地部

建政部

法務省 高松法務局民事行政部

徳島県 県土整備部

香川県 土木部

愛媛県 土木部

高知県 土木部



会長の職務代行者の指名（案） 

 
 

四国地区所有者不明土地連携協議会規約第５条第３項の規定に基

づき、あらかじめ会長の指名する者は、四国地方整備局用地部長と

する。 

 
 

平成３１年２月７日 

 
 
 

四国地区所有者不明土地連携協議会会長       

平井 秀輝    



外部専門家等の活用 相談窓口の設置 講習会・講演会の開催

よろず相談会の実施
各県を３ブロック程度に分け、整備局及び県によ
るよろず相談会を実施。相談内容については整
理を行い、総会の場等において情報共有する。

〇 〇 〇

用地対策連絡協議会の
相談制度の活用

既存の県用対相談体制の活用 〇 〇

整備局出先事務所の相
談体制の充実

整備局出先事務所にて日常的な相談に対応す
る。 〇 〇

各県用地対策連絡協議
会研修への整備局講師
派遣

研修会に用地職員を派遣し、用地事務に関する
各種講義による技術的支援を行う。内容は、各
県の要望を聞いたうえで決定する。

〇

総会の場における情報
共有等

知事裁定業務の具体例・地域福利増進事業の
活用例・よろず相談会の内容・所有者不明土地
問題の解決に向けた取り組み状況等の情報共
有。次年度の協議会活動方針の確認等（法務局
施策の説明を含む）

〇 〇

総会報告・・・当該年度の協議会活動内容等の
説明 〇

総会報告・・・よろず相談会における質問等及び
対応事例を紹介 〇 〇 〇 〇

総会報告・・・両裁定業務の具体例の報告 〇 〇 〇
総会報告・・・地域福利増進事業の活用例報告 〇 〇 〇
当該年度の法務局施策の説明及び自治体との
調整等 〇

講習会・講演会 予算が確保されれば、講習会・講演会を実施 〇

各県用対連総会（全市
町村が参加)の場を借り
て、協議会説明の場を設
ける。

地方公共団体の用地業務の円滑な遂行のための支援
（規約第３条第１号）

市町村の用地業務の状
況、支援ニーズ、意向等
の把握・分析

平成３１年度　四国地区所有者不明土地連携協議会　活動方針について

　四国地区所有者不明土地連携協議会の平成３１年度の活動方針については、下記のとおりとする。

所有者不明土地法の施
行に関する情報共有
（土地収用法、地域福
利増進事業、所有者探
索の円滑化、長期相続
未了土地等の情報共
有・支援等）
（規約第３条第２号）

所有者不明土地問題の
解消に関する取組の情
報共有
（規約第３条第３号）

活動目的

活動内容項　　　　　　目




